
○男 性  （単位‥千人）  

組 合 員 期 間〔（年以上）～（年未満）〕  

5～10   10～15  15′－20  20～25  25～30  30′－35  35～40   40～   
合計   

～5  
割合   

歳以上歳未満  ％  

15′、20  1．80  1．80  0．1  

20′－－25  36．71  4．47  41．18  2．1  

25′、30  86．78  52．79   6．97   146．54  7．6   

30 ～ 35   28．79   86．95   86．09  16．80   218．63   11．4   

35／－－ 40   8．96   20．03   98．33   94．88  11．08   233．28   12．2   

40 ～ 45   4．73   6．85   21．10  110．64   90．83  19．20   253．34   13．2   

45 ～ 50   2．82   3．15   9．31   23．14  117．01  120．39  14．61   290．42   15．2   

50 ～ 55   2．13   1．97   3．07   7．30   19．55  135．88  129．34  31．16   330．39   17．2   

55 ′、 60   1．39   1．29   1．53   2．75   7．01   24．32  136．11  148．61  29．13  352．14   18．4   

60 ′） 65   0．74   0．46   0．47   0．31   0．61   2．27   6．28   21．24   13．41   45．79   2．4   

65 ～   0．28   0．20   0．19   0．04   0．24   0．04   0．19   0．41   1．60   3．19   0．2   

合計   175．12  178．15  227．06  255．85  246．34  302．09  286．52  201．43   44．14  1，916．70  

割合（％）   9．1   9．3   11．8   13．3   12．9   15．8   14．9   10．5   2．3  

平均年齢   44．4歳   
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○女 性  （単位：千人）  

組 合 員 期 間〔（年以上）～（年未満）〕  

5～10   10へ′15  15～20  20～25  25～30  30～35  35～40   40～   
合計   

～5  
割合   

歳以上歳未満  ％  

15～20  0．51  0．51  0．0  

20～25  37．54  1．99  39．53  3．5  

25～30  72．25  52．62   2．06   126．94  11．3   

30 ～ 35   23．42   60．03   71．04  5．69   160．17   14．3   

35 ～ 40   7．28   13．01   60．90   72．98  3．54   157，70   14．1   

40 ～ 45   2．73   5．15   13．97   57．55   55．63  4．17   139．20   12．4   

45 ～ 50   1．66   2．66   7．85   11．23   49．40   87．10  3．88   163．79   14．6   

50 ～ 55   1．39   1．03   4．06   6．81   8．00   55．30   93．65  7．92   178．16   15．9   

55 ～ 60   0．70   0．76   1．97   3．97   7．29   13．42   45．27   58．03  4．98  136．39   12．2   

60 ～ 65   0，17   0．17   0．22   0．34   1．20   2．45   2．40   5．80   3．30   16．04   1．4   

65 ～   0．02   0．04  0，02  0．02   0．P2   0 0．12   0．26   0．0   

合計  147．67  137．46  162．07  158．59  125．05  162．46  145．23   71．76   8．40  1，118．68  

割合（％）  13．2   12．3   14．5   14．2   11．2   14．5   13．0   6．4   0．8  

平均年齢   41．9歳   

統計調査の方法  組合員数及び平均年齢については、20分の1抽出調査による。   
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（3）給料月 額の分布  

給 料 月 額  
割合（％）  割合（％）  割合（％）   

79，000円未満   q．0   0．P   0，0   
79，000円以上 80，000円未満   週   d二d   頂   

80，000円以上90，000円未満   0 0   0，6   
90，000円以上100，000円未満   国  圏   0．0   0   

100，000円以上110，000円未満   0 0   0二日   頂   0．d   
110，000円以上120，000円未満   0：8   p   百迅   亘   0   

120，000円以上130，000円未満   田   q：0   q   9．0   
130，000円以上140，000円未満   虹0   軒0   

140，000円以上150，000円未満   国   1   う   0．i 
150，000円以上160，000「rJ未満   4   0 2   0，3   0．2   
160，000円以上170，000円未満   4   0．2   0．3   
170，000円以上180，000円未満   旦p   仕方   8   ．6   
180，000円以上190，000円未満   i／4   1．1   
190，000円以上200，000円未満   園   1．3   団   iニ自   殖   ．5 
200，000円以上210，000円未満   田   ラニ4   詣   1．宮   

210，000円以上220，000円未満   匝  1二9   き1   喜∵ 6宮二   2．2   
220，000円以上230，000円未満   喜け   34   う二d   国   2．オ   
230，000円以上240，000円未満   41   団   3，1   国  2．5   
240，000円以上250，000円未満   4_1  2．1   四   2丁自   2．4   
2至0，000円以上260，000円未満  41_  2．f   匹   2．す   2．4   
260，000円以上270，000円未満   2．4   3．喜   国   2．7   
270，000円以上280，000円未満   47   2 4   国   十． 国   2．7   
2讐仇000円以上290・000円未満   45   2．3   国   3．豆   匹   衰二7   

290，000円以上300，000円未満  堕   云白   74  2オ   
300，000円以上310，000円未満   四   2. 4 団   3，0   団   2．6   
310，000円以上320，000円未満   2．0   2 5   6了   2．2   
3ぞ0，000円以上330こ000円未満   46   24   田   2 7   団   2．5   
330，000円以上340，000円未満  40   2．1   岡   2．4   扇   2．2  
340，000円以上350，000円未満  国  2，4   国   2 6  団   
350，000円以上360，000円未満   国  匹   匹   2．9   四  2．7   
3竺0，000円以上370些0円未満  国  2 7   3官   宮8   2．9   
370，000円以上380，000円未満   四  3 0   国  3．3   _ 94 3．1   
380，000円以上390，000円未満  73  3 8   44   3 9   匹   う．軒   
390，000円以上400，000円未満   5 4   国  幽  5．3   
400，000円以上410，OPO円未満   昭   5 4   54   4 8  匪   5．2   
410，000円以上420，000円未満   r 」29   6 8  顧  6 0   国   β．5   
420，000円以上430，000円未満   国   6 4  国  5 4  匹  6．0   
430，000円以上440，000円未満  」14  5 9   国   4．3  四   5．3   
440，000円以上450，000円未満   

．▲」′－仙 」β5   5 5   団   3 5  4．8   
450，000円以上460，000円未満   4．0   国  4．3  団  3 4  国  
460，000円以上470，000円未満   3．1   3．5  四  2．5  国  
470，000円以上480，000円未満   ．．，．しj月   2．6   1．7   圏  2．3   
480，000円以上490，000円未満  団   1．9  四  那   48  1．6   
490，000円以上496，000円未満   国   0 8  4  匹   国   0．6   

496，000円以上   圏   3．6   田   0．9   岡   2．6   
小  計   1．917   100．0   1，119   100．0   3，035   100．0   

平均給料月額（円）  
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4．積立金の運用状況について   

○資産構成  

金  額  構成割合  
区  分  

簿価ベース   時価ベース   簿価ベース   時価ベース   

億円   億円   ％   ％  

流動資産  29，858   29，858   7．5   7．1   

現金・預金   17，336   17，336   4．4   4．1   

未収収益・未収金等   12，522   12，522   3．2   3．0   

固定資産   367，222   390，397   92．5   92．9   

預託金   4，015   4，015   1．0   1．0   

有価証券等   327，005   350，181   82．4   83．3   

包括信託   222，280   244，313   56．0   58．1   

有価証券   97，681   98，824   24．6   23．5   

国内債券   63，695   65，193   16．0   15．5   

外国ノ／   26，084   25，492   6．6   6．1   

国内株式   2   54   0．0   0．0   

外国JJ  

証券投資信託   431   428   0．1   0．1   

有価証券信託   7，468   7，657   1．9   1．8   

生命保険等   7，044   7，044   1．8   1．7   

不動産   2，936   2，936   0．7   0．7   

貸付金   33，265   33，265   8．4   7．9   

流動負債等   9   9   0，0   0．0   

合計（＝年度末積立金額）   397，071   420，246   100．0   100．0   

運用利回り   4．02％   3．36％  

、金挽信託、国 国円株式、証券投資侶  、原則 栄 時仙評他の万債はとして円債券、外国債券、   託、有価証券信託、生命保険等については、年度末の市場価格である。  
不動産、貸付金については、簿価である。  

※ 有価証券等について資産区分別の状況は、次のとおり。  
国内債券 210，278億円（簿価）、211，896億円（時価）  

特記事項  外国債券 48，067億円（簿価）、48，985億円（時価）  
国内株式 42，767億円（簿価）、54，157億円（時価）  
外国株式 28，366億円（簿価）、37，603億円（時価）  
短期資産  9，366億円（簿価）、 9，377億円（時価）  
なお、数値は、包括信託の信託未収収益を含むベースである。   

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しない場合がある。   
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5．財政再計算における将来見通しとの比較   

（1）収支状況の比較  

収  入  
区 分  

支  出  

計   計   
収支残  年度末積立金  

保険料  基礎年金交付金  運用収益   その他  給付費  基礎年金拠出金  その他  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

平成18年度実績  30，312   3，342   15，645  15，338   64，638  43，149   11，159   1，341   55，649  8，988  397，071  

［時価ベース］  ［13，769］  ［62，951］  ［7，301］  ［420，246］   

将来見通し  32，297   3，299   8，646   15，721   59，962   44，227   11，141   1，566   56，934   3，028   381，079   

（平成16年財政再計算）  

・組合員数  ・運用利回り  

主な要因  
・賃金上昇率  

特記事項  
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（2）組合員数及び受給者数の比較  （単位：千人）  

組合員数  受給者数   退年相当   通年相当   障害年金   遺族年金   

実  
平成17年度末   3，069   2，206   1，540   130   23   513  

績 
平成18年度末   3，035   2，253   1，566   137   24   527  

将来見通し  

（平成16年度財政再計算）  
3，054   2，321   1，584   182   25   530   

主な要因  

新規加入者数  新規裁定者数   退年相当   通年相当   障害年金   遺族年金   

平成18年度実績  83   193   141   17   2   32  

将来見通し  

（平成16年度財政再計算）  
69   203   141   28   2   32   

主な要因  

脱退者数  失権者数   退年相当   通年相当   障害年金   遺族年金   

平成18年度実績  117   146   115   2   18  

将来見通し  

（平成16年度財政再計算）  
108   143   111   15   16   

主な要因  

新規裁定者数及び失権者数には、それぞれ65歳到達に伴い特別支給の退職共済年金から本来支給の退職共済年金に切り  

特   事   
替わった人数が含まれている。   

記  項  
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（3）財政指標の比較  

○年金扶養比率  

保険に係る  l   

年金扶養比率筈蒜妄昆芸   ①  ②  ③   ④  

「 

①／②  ①／②×③／（③－④）冨真吾 
1支出額 

追加費用  
（  

組合員琴伸び率詣蒜予還茹冒茹…痛び率 
千人  ％   

3，181△0．8㌔  

3，151△0．9   

3，111㌔△1・3  

3，069△1．3   

3，035△1．11  

千人  
（注2）  

1，471（1，430） 

ー  

二、二＿ 二ニ  
1，578 （1，540）  

l，610 （1，566）】  

％  
（注2）  

2．6（2．7）  

2．7（2．6）  

2．7（2．8）  

1．7（2．1）  

2．1（1．7）  

（注2）  

2．16 （2．22）  

2，09 （2．15）  

2．00 （2．06）  

l．95 （1．99） 

1．89 （1．94）  

（注2）  

3．06 （3．15）  

2．86 （2．95）  

2．67 （2．75）  

2．55 （2．61）  

2．42 （2．49）  

平成14年度  

平成15年度  

平成16年度  

平成17年度  

平成18年度  

48，156さ 14，139   

49，22913，352   

50，10812，465  

50，42311，896  

L  

50，966㌔ 11，344  

注1：支出額とは、「給付費十基礎年金拠出金一基礎年金交付金」のことである。  

注2：年金扶養比率、保険に係る年金扶養比率の（）内は、年度末老齢・退職年金受給者数（老齢退年相当）を用いて算出したものである。   

年度末老齢・退職年金受給権者数の（）内は年度末老齢・退職年金受給者数（老齢・退年相当）である。  

注3：保険に係る年金扶養比率とは、制度発足前の恩給公務員期間等を引き継いだことによる影響を除いて保険制度としての年金扶養比率をみるため、   

年金扶養比率を、支出額から追加費用を控除した額の支出額に対する割合で除した換算値である。  

成16年財政再計算結果  

①  ②  ③ r ④  
年金扶養比率  若盈妄思量  

欄②×③／（③‾  
①／②  

④）   

雷  

L  

支出慧1，追加費用   
ト   

平成17年度   1，99   2．61。，。△1．   1，5 51，312，2  

平成18年度   1・93   2，49j 3，054仏   1，584】 ％】冨‡諾 11，816  
平成19年度  1・84  1，640』 

平成20年度  1・74  11，441  
平成21年度  1・64   ‥ 4・3～57，065ぎ  
注：支出額とは、「給付費＋基礎年金拠出金一基礎年金交付金」のことである。  
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【参考】年金扶養比率を補完する指標（年金種別費用率）  

年金種別費用率  年金種別費用率の総合費用率に対する構成割合  

老齢費用率   障害費用率  と 遺族費用率   老齢費用率   障害費用率   遺族費用率   

％  ％  ％  

く11．6〉  く0．1〉   平成14年度   く1．8〉  く66，3〉  く0．7〉  く10．4〉   

平成15年度  9．6   0．1   1．5   66．7   0．7   10．5  

く12．7〉   く0．1〉   く2．0〉   く66．7〉   く0．7〉   く10．5〉  

平成16年度  10．0   0．1   l．6   64．6   0．7   10．4  

く13．5〉   く0．1〉  く2．2〉  〈65．6〉   く0．7〉   く10．5〉  

平成17年度  10．4  0．1  1．8  64．1   0．7   11．1  

く13．9〉  く0．1〉  〈2．4〉  く64．1〉   く0．7〉   〈11．1〉  

平成18年度  11．0  65．2   0．7   11．6  

〈14．6〉  ．， ，  く65．2〉   く0．7〉   く11．6〉   

注：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。  
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（○総合費用率  

決算結果（実績）  

⑩  ⑪  ②  ③  ④  ⑤   ⑥  ⑦  ⑧  

そ 覧し  

総合費用率  ①  
山”」仏  

賃金 物価  標酬  
給付費慧謬孟昌笠公設担追加費用慧箸  

（注1）  

実質的な   

②  
0  

③＋④十⑤  

交付金等   
収入  

上昇率上昇率  
（①一⑥）′／ ×     10  

（注2）   （注3）  

億円  億円  億円  億円  億円  億円  億円  億円  億円  

く17．5〉34，215 〈175，486〉 42，298 10，108  1ら占 3，440 14，139 4，249   0く△1．5〉△0．9  平成14年度  

13，352  3，946  42，61810，557  188  36，064 228，236  

〈171，616〉  

38，638225，979  

〈169，031〉  

39，974 222，616  

〈167，237〉  

40，701218，829  

〈164，165〉  

4
1
4
6
2
6
8
4
 
 

4
 

1
1
 

く 

。．  。．。  

く△0．6〉  

O  o．2  △0．3  

。〈△告．雷 。．3   

く△1．1〉  

平成16年度   

平成17年度   

平成18年度   

42，78311，235  995 3，79512，46引  3，910  

3，82811，896   3，718  

3，95811，3443，342i  
42，915 11，226  1，448   

43，14911，159   1，080  

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。  

注2：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  

注3：年齢構成の影響を除いた賃金上昇率である。  
注4：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈 〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。  

金」「財政調整拠出金」のことである。  注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出  
注2：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  
注3：「総報酬ベース」の数値である。   
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○厚生年金相当部分に係る総合費用率  

決算等の結果（実績推計）  

厚生年金相当部分に  
係る総合費用率   

②  ③   ④   ⑤   ⑥  ⑦  ⑧   ⑨   ⑬   ⑪  

①   ③＋④＋（9   職域部分  その他  国庫・ ノ＼  職域部分を除い  

標準報酬  
ー×100  

総額  交付金   入（注5）   
丁わ  

②  一⑧－⑨  貞  （注3）   追加費用（注4）  （注6）   

J  

を除いた  基礎年金     経済負担   た発生ベースの  基礎年金  財政調整  賃金  
物価  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   ％   ％  

平成14年度   く16．3 〉  28，519  く175，486〉  38，899  10，108   0  く△1．5〉  

198  3，433  13，003 戸  4，249  【  

平成15年度   13．3  30，380  228，236  39，139  10，557   188  3，295  12，262  3，946  
く17．7〉  〈171，616〉  ・  

平成16年度  14．2  31，998 225，979  39，177  3，910  器岸  

く18．9〉  〈169，031〉   1く△0・6〉  

平成17年度  14．9  39，233  3，718   
O 

0．2  

〈19．8〉  222，616 33，086宰く167，237，  く。．3，  

平成18年度  15．3  218，829  39，370   1，0033，953  O   △0，8  0．3  33，469   〈164，165〉  く20，4〉  く△1．1〉  

注1：職域部分を除いた給付費として、新共済年金については年度末の決定年金額を用いて、旧共済年金については一定割合を掛けることによって算出した額を計上している。  
注2＝その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金※」のことである。（※ここでは、2階部分に係る財政調整拠出金として、給付費按分で推計した額を計上している。）   
注3：ここでは、1階・2階部分の給付に係る国庫・公経済負担額として、給付費按分で推計した額を計上している。   
注4：ここでは、職域部分を除いた追加費用として、給付費按分で推計した額を計上している。   
注5：ここでは、2階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。   
注6：年齢構成の影響を除いた賃金上昇率である。   
注7：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。   

平成16年財政再計算に基づいた推計値  

厚生年金相当部分に  
①   ②   

係る総合費用率  
③  ④  ⑤   ⑥  H ⑧】⑨  u  ⑩   ⑪  

①   その他  国庫・  
－×100  

物価  

②   
基礎年金  財政調整  賃金  山 ．③＋④＋⑤  標準報酬  違憲還L慧箸 （注1）ト     公経済負担   

億円   億円   僚町  億円   億円   億円  億円 億円   ％   ％  

注4：ここでは、2階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。  
注5：「総報酬ベース」の数値である。  
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○独自給付費用率  

算結果（実績）  

独自給付費用率 ①   ②   ③  ⑤  
」一－－－   

国庫・  
／②×1叫支出 （①二手訂森村標準報酬弓給付費 総額  拠出金  （ 1  

③十④＋⑥  

－⑧－⑨－⑩  L   

L負担分除く）r  

億円 億卿  億円  億円  
芸冒  

平成14年度  く13．7〉34，215〈175，486〉42，298  
10，  6，  

3，440   
14， 

4， 等  く△1．5筈△0．竃   

I 

F   

平成15年度  36，064，42，618  

7，038弓 
188  3，946 0  

く．〉 〉  ＼  

平成16年度  12・1 38，638225，97942，783  

7，469【 
995  

3，302  3 
，795 3 く 〉 

平成17年度  ． 39，974 42，915  7，2781，448  ，828  

く17．3〉 〈167，237〉  

平成18年度   13．5 40，701218，829 43，149  3，958  0   

〈18．0〉 〈1軋165〉   

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。  
注2：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  
注3：年齢構成の影響を除いた賃金上昇率である。  

注4：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。  

「財政調整拠出金」のことである  注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」  
注2：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  

注3：「総報酬ベース」の数値である。   
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○厚生年金相当部分に係る独自給付費用率  

厚生年金相当部分に係る  独自給付費用率  ① ∃ ②  ③ 【④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧   ⑨   ⑩   ⑪   ⑫  

①  r③＋④＋⑥  職域部分  一  国庫・  財政調整 拠出金収  賃金  

ー×100  
物価  

（注3）  追加費用（注4）  交付金  入  ②   
－⑤－⑦  標準報酬 √   を除いた  基礎年金芳孟完璧     公経済負担   

給付費 （注1）   拠出金  （国庫公経済 負担分除く）  （注2）  
上昇率  

（注5）   

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   ％   ％  

平成14年度   〈12．4 〉  億円  億円  

】   6，738   
198  3，433  13，003  4，249   0  〈△1，5〉  △0．9  

平成15年度  10・2   23，342ぎ 228，236  3，29512・262 3，946  0  △0．3  

く13．6〉  〈△0．9〉  

平成16年度  10．9  39，177  0  0．0  

〈14．5〉  く△0．6〉  

平成17年度  0  0．2  △0．3  

く0．3〉  

平成18年度  0  0．3  儲26，309】〈認諾 巨  く△1．1〉  

注1：職域部分を除いた給付費として、新共済年金については年度末の決定年金額を用いて、旧共済年金については一定割合を掛けることによって算出した額を計上している。   
注2ニその他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金※」のことである。（※ここでは、2階部分に係る財政調整拠出金として、給付費按分で推計した額を計上している。）  

注3：ここでは、1階・2階部分の給付に係る国庫・公経済負担額として、給付費按分で推計した額を計上している。  

注4：ここでは、職域部分を除いた追加費用として、給付費按分で推計した額を計上している。  

注5：ここでは、2階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。  

注6：年齢構成の影響を除いた賃金上昇率である。  

注7ニ平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈 〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。  

③  ④   ⑤  と ⑥ u   ⑦  ⑨   ⑩【⑪  ⑫  
厚生年金相当部分に係る  独自給付費用率  ①②1  

その他  
国庫・  

－×100   基礎年金   

財政調整 拠出金収  u 賃金 上昇率 （注5）   

物価  

②   標準報酬   石ノ∧  （注2）   
誓晋ど      厚生年金相当 部分の給付費  基礎年金【慧碧   n  拠出金   公経済負呵  交付金  入  上昇率  

－⑨－⑩    （追加費用分除く） （注1）   （注4）  

億円   億円   億円と 億円  億円   億円   ％   ％  

平成17年度  28，708妻11，162  7，319  1，574   1，3   0．5  

平成18年度  億円  7，305  3，299  2．0  1．2  

平成19年度  7，319  1，547  3，527   0  2．3  1．5  

平成20年度   ≡…≡；…喜3  7，5ナ5   229，967 232，792  ∈  2．7  1．9  

平成21年度   13．231，512   ≧ 239，518   33，18712，081；  6，354    1，115  5，779   ！2，738   o  2．1   1．0   

注1：厚生年金相当部分の給付費（追加費用分除く）とは、追加費用分を除いた給付費から職域部分の給付費用を除いた額として推計した額を計上している。  

注2：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金※」のことである。（※ここでは、2階部分に係る財政調整拠出金として、給付費按分で推計した額を計上している。）  
注3：ここでは、1階・2階部分の給付に係る国庫・公経済負担額として、給付費按分で推計した額を計上している。  
注4：ここでは、2階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。  
注5：「総報酬ベース」の数値である。  
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○収支比率  

決算結果（実績）  

⑬  ⑨  ⑬  ⑪  ・ ⑤  － こ 

l 

収 支 比 率 ①  ②  ③  

物価運用  
上昇率  利回り  

賃金  
上昇率  

（注3）  

保険料  
収入  

基礎年金∃  

拠出金   
（①－⑤）／（⑨＋⑬）実質的な  

×  100支出  

∃②＋③＋④－  
⑤－⑦－⑧  

・ 

遍岩芸∃公蒜担…追加費用牒還  
（注1）  

給付費  金等収入  

（注2）  

％  ％  億円  億円  億円  億円  億円  億円  億円  億町  億円  

△0．9 1．8  0 29，656 6，870  
く△1．5〉  

0  29，677   7，000  

029，735 

平成14年度  

［時価ベース］ 平成15年度  

［時価ベース］  

平成16年度  
［時価ベース］  

平成17年度  
［時価ベース］  

平成18年度  
［時価ベース］  

84．334，215  42，29810，108   198   3，44014，139 4，249  

36，06442，618冊，557 188  3，30213，352 3，946  
［］  

38，63842，78311，235 995  3，79512，4653，910  

［］   
82．7  39，974  42，91511，226l，448  3，82811，896  3，718  

［55．9］   
80・040，70143，14911，1591，080  3，958 11，344 3，342  

［83・4〕   

L  

△0．3  1．8  

［4．8］   

0．0  2．0  

［3．2］  

0 30，099 13，604  0．2書 △0．3   3．6  

030，312  0・3  

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。  

注2：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  
注3：年齢構成の影響を除いた賃金上昇率である。平成16年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。  

、′、16    宣⊥乍結果  

収支比率ミ①  ②   ③  ∈ ④ L ⑤  L ⑥ M   ⑦   ⑧   ⑨  L  
⑩   ⑪  ⑫  ⑬  

Ⅶ㌦‘‾‾ 

‾⑤）／（⑨＋  物価  

給付費  軍勢公品担   濫麿  
億円  億円 億円  億円  

平成17年度  億円 99．640，860 92 31，097  
平成18年度  ．641，819  32，297  

平成19年度  

平成20年度  33，546 34，791  
86．6j47，496   
90．443，147 u 88．344，916   

平成21年度  35，756  
・ 

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。  

注2‥その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  
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○積立比率  

決算結果（実績）  

積 立 比 率  ①】②  H  ③  ④  ⑦    ⑧  ⑨  】⑩ H  ！⑪ “   ⑫  

（診／（①－⑤）  実質的な  n 喜給付費   
基礎年金   その他交付  前年度末  賃金   物価  運用  

②＋③＋④－  基礎年金 拠出金  その他  国庫・  、自  璽  
⑥－⑦－⑧  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   ％   ％   ％  

平成14年度   12．0  

198  3，440  14，139   
億円  億円  

4，249   0  369，267  △0．9   1．8  

［時価ベース］  〈△1．5〉  

平成15年度  11．4  188   3，302  】13，352   3，946   0  374，658  △0．3  1．8  

［時価ベース］  ［11．2］  ［365，720］  ［4．8］  
平成16年度  10．9  38，638  42，783  111，235  995  3，795  12，465   3，910   378，297  0．0  2．0  

［時価ベース］  ［10．9］  ［3．2］  

平成17年度  10．5  39，974   n 4211，226  380，619  
［379，605］   

0．2  △0．3  3．6  

［時価ベース］  ［10，7］  ［386，664］  ［9．0］  

平成18年度  388，082  0．3  4．0  

［時価ベース］  ［11．2］   
3，。58   

10．6  n 43，149巨11，159  1，448  ． 3，828  11，896   3，718   
［412，945］  ［3．4］  

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。  
注2：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  
注3：年齢構成の影響を除いた賃金上昇率である。平成16年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。  

＼′            ∃」ノ乍竺1  

積立比率】①  ② 】③  ④  ⑤   ⑥   ⑦   ⑧   ⑨   ⑩   ⑪   ⑫  

⑨／（（D－⑤）   
基礎年金  その他交付  前年度末  賃金   物価   

実質的な  給付費  

∃（注1）   

追加費用            運用  
ト   l   

億円毒  億円  億円   億円   億円   億円   億円   億円   ％   ％   ％  

平成17年度   40融43，728  1，713  3，916   【12，217  3，527   0  377，886   1．3   1．6  

平成18年度   3，299   0  378，051   2．0   

平成19年度   10，2  億円                             ⊆    闇  0  381，079   2．3   0．5  
平成20年度   0  385，239   2．7   1．9   3．0  

平成21年度   
12，081  

0  390，638   1，468 1，211  2．1   1．0   3．2  

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。   
注2：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。  
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